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２－１．計画の作成 
（１） 体制づくり 
１）都道府県保護管理協議会 
カワウの保護管理を実施する際は，都道府県内でも複数の部署が連携する必要がある．
都道府県内全体を見渡し，鳥獣行政だけでなく水産行政や河川行政と連携して，計画的に
管理を進めなければ，ゴールにはたどり着けない．カワウの保護管理の目的は漁業被害を
いかにして減らすかが重要である．そのためには，漁業関係者が何に困っているのか，し
っかりと把握する必要がある．そこで，どのような形でも構わないので，関係者が顔を合
わせて話し合える場が必要である．理想的には，協議会
として年１回は会議を開催して，カワウの生息状況や，
被害の現状，対策の実施状況などの情報を共有し，保護
管理計画の作成や改訂について協議することが望ましい． 
集まるべき関係者は，都道府県の鳥獣行政，水産行政，河川行政，鳥獣害対策行政の各
担当部署，内水面にかかわる水産試験場等の試験研究機関，これらと関係する出先事務所，
主要な被害地域の市町村，被害を受けている漁業協同組合，公園等水辺の林地管理者，自
然保護団体，猟友会であり，カワウの生態や保護管理に詳しい専門家を呼んでアドバイス
を受けることができるとより良い．特に，保護管理計画を作成する際は，専門家らによる
科学委員会を設けることが望ましい．最低限，都道府県の鳥獣行政，水産行政，内水面に
かかわる水産試験場等の試験研究機関，内水面漁業協同組合連合会，被害を受けている漁
業協同組合を構成員とする必要がある． 
 
２）広域協議会と都道府県と現場の連携 
カワウの保護管理の実施体制の基本は，都道府県である．しかし，隣接都道府県のカワ
ウの生息状況や対策の実施状況が分からなければ，計画的，科学的な保護管理を行うこと
は難しい．一方で，変化する状況に柔軟に対応しつつ，効果的な対策を投入するには，被
害が起きている現場を良く理解し，被害を受けている漁協が高い意識を持って対策に挑み
続けられるよう，現場ごとに保護管理や被害対策への支援を工夫しなければならない．そ
こで，都道府県は，広域協議会と現場の両方と上手く連携していくことが求められる． 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅱ2-1-1．広域協議会と都道府県と現場の連携． 
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カワウの保護管理に関する情報は， 
「カワウの保護管理ぽーたるサイト」
を利用するとよい． 
http://www.biodic.go.jp/kawau/index.html 
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（２） 順応的管理 
カワウの被害対策については，各地で被害防除対策や有害鳥獣捕獲(駆除)などの施策が
行なわれてきている．しかし，明確な被害防除の成果は得られていない地域が多い．この
一因として，順応的管理が十分に行なわれていないことがあげられる． 
被害対策を行なう場合，全ての被害をゼロにすることが目標とされやすく，実際には効
果のあった対策が，効果がないと見なされてしまうことが多かった． 
カワウの被害対策については，非順応的管理のモデル（図Ⅱ－５）に示したように例え
ば水産業関係者や自然保護団体からの意見を踏まえつつも，関係分野の研究者やその他の
関係者の意見が反映されておらず，事業方針の決定に関する説明も不足しがちであった．
また，捕獲などの施策に対して，最初から効果測定が計画に入っておらず，それらの施策
が効果の有無や，効果があった場合についてもどういった状況下でどう有効だったかが把
握されないまま，毎年同じような施策を繰り返すか，あるいは理由が十分明らかにされず
に他の施策に変更されることもある． 
しかし，特定鳥獣保護管理計画制度に基づいて順応的管理を行おうとする場合には，問
題の出発点は農林水産業被害対策や自然保護への要求であったとしても，現状把握のため
のさまざまな調査を行ない，それらの調査結果にもとづいて科学的な知見を基にした事業
計画を策定する．そして，そのプロセスには様々な利害関係者間の合意形成と，それらへ
の説明責任が存在する． 
もちろん，カワウの保護管理に関してはシカなどに比べて歴史が浅く，技術的にも未確
立な部分が多いので，十分な現状把握に基づいた計画の策定であったとしても，期待通り
の成果があげられないかもしれない．したがって，事業の実効性を高めるためには，効果
測定のために必要なモニタリング調査を十分に行ない，その結果を農林水産業関係者や自
然保護団体，研究者など幅広い人々と共有し，科学的評価を行ない，必要に応じて計画の
修正を図っていくことが重要である． 
最初から有効な手法にたどり着かないとしても，このフィードバックシステムをもとに，
カワウ問題の解決はスパイラルに前進していく．いくつかの都道府県では，試行錯誤を重
ねながらも，順応的管理を取り入れることによって，カワウの保護管理が前進している．
具体的事例を資料編で紹介しているので，そちらを参考にすると良いだろう． 
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図Ⅱ2-1-2．非順応的管理のモデル． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅱ2-1-3．順応的管理のモデル． 
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（３） 管理計画の作り方 
１）階層の異なる３つの計画 
広域に移動するカワウの保護管理にあたっては，広域的に状況を把握して推し進める必
要がある一方で，変化に富む現場ごとに柔軟な対策の立案と実施が必要である．そこで，
カワウの保護管理計画には，広域協議会で作成する広域保護管理指針，都道府県で作成す
る特定鳥獣保護管理計画等の計画，被害現場単位で作成する地域実施計画の３つの階層に
分けて考える．これらは，それぞれ異なる役割を持ち，互いに連携して効果を高めるもの
である． 
 
広域保護管理指針 
広域保護管理指針は，広域協議会が策定し，広域的に移動するカワウの広域保
護管理に向けた基本的な考え方や対策の方向性を示すものである．広域協議会を
構成する都道府県は広域保護管理指針に示される方向性にのっとり，地域の実情
を踏まえた上で，実施可能な対策を講ずる．なお，広域保護管理指針には，地域
実施計画の作成方法や一斉モニタリング調査の手引き等の資料を必要に応じて添
付する．また，広域保護管理指針は，広域協議会の会則に基づき，科学的情報の
蓄積や社会的状況を踏まえて必要に応じて見直しを行う． 
 
 
特定鳥獣保護管理計画等 
広域保護管理指針に基づく被害対策や調査等の具体的な実施に当たっては，都
道府県ごとに，「特定鳥獣保護管理計画技術マニュアル（カワウ編）」に留意して，
鳥獣保護法に基づく特定鳥獣保護管理計画（以下，特定計画）制度等によるカワ
ウ保護管理計画を必要に応じて策定し，実施することとする．また，特定鳥獣保
護管理計画等は，都道府県全体の被害対策や一斉モニタリング調査等について記
述するものであり，地域実施計画を踏まえた構成とする． 
 
 
地域実施計画 
問題解決に向けた対策の内容は，個々の被害現場の特徴を踏まえたものでなけ
ればならないことから，各地域において地域実施計画を策定し，都県管理計画に
反映させる． 
地域実施計画は，任意に設定された市町村の範囲，あるいは漁協の活動範囲等
の対策を実施する地域を明確にし，実施する対策等を具体的に記述する． 
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２）広域保護管理指針および特定鳥獣保護管理計画等の作成手順 
広域保護管理指針および特定鳥獣保護管理計画等の作成にあたって，基本的な手順につ
いて考え方を示す．なお，実際の手順についてはこれまでの都道府県の取り組み状況など
を踏まえ，効率的なものとなるよう柔軟に対応してもらいたい． 
 
①広域保護管理指針の作成と目標設定 
広域保護管理協議会は，現状把握およびモニタリング調査の指針を検討し，都道府県
（都道府県保護管理協議会）に伝える．また，広域保護管理協議会は，都道府県（都道府
県保護管理協議会）による現状把握をもとに重点的課題を明確化し，保護管理の目標を設
定する．そして，目標を達成するための具体的な事業を選定し，これらをまとめて広域保
護管理指針を作成する．なお，保護管理の目標は，被害の軽減として，保護管理の評価は
被害状況の変化をもとに判断するのが望ましい． 
 
②都道府県協議会における計画の策定 
都道府県保護管理協議会は，広域保護管理協議会が設置されている場合には，その指針
で設定された共通の管理目標と具体的管理手法に基づき，被害防除対策，生息環境管理，
個体群管理，対話・教育・普及啓発活動のそれぞれについて実行主体を検討し，都道府県
保護管理計画（「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」（鳥獣保護法）に定める「特
定鳥獣保護管理計画」に相当する．）やそれに準じる任意計画を３～５年ごとに策定・改
定する．また，これを受けて年次事業計画（地域実施計画）を策定する． 
事業計画策定のための現状把握に関する情報は，立ち上げの段階では限定されたものに
ならざるを得ないが，最低限の現状把握を行なう．都道府県における保護管理の実施にあ
たって重要なことは，さまざまな対策事業の実施に際し，どのようにその効果測定をして，
フィードバックのシステムをつくることができるかを計画策定の段階で十分に検討してお
くことである． 
 
③評価 
都道府県保護管理協議会は，モニタリング調査によって把握した事業の実施結果を，広
域保護管理協議会および科学委員会に報告する．広域保護管理協議会あるいは科学委員会
の評価を受けて，年次事業計画に反映する． 
広域保護管理協議会は，都道府県保護管理協議会のモニタリング調査の結果を収集し，
科学委員会の評価と提言に基づいて３～５年を目安に広域保護管理指針を改定する． 
 
④対話・教育・普及啓発 
なお，保護管理事業を進める上では，以下のような点に関して，関係者間で情報を共有
し，また，子供たちを含む多くの人々に幅広く理解を得ていく必要がある． 



- 6 - 

・カワウの形態・行動・生態，生態系における役割 
・カワウの生息環境である湿地への理解を深める情報 
・被害の実態・被害発生の背景 
・解決に向けての考えや計画など 
これらの諸点について対話・教育・普及啓発をはかるためには，都道府県独自に計画を
進めていくだけでなく，自然系博物館やカワウが営巣している都市公園など他機関・団体
等の活動と連携して計画を進めていく．  
 
 
  ＜広域保護管理協議会＞         ＜都道府県（都道府県保護管理協議会）＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅱ2-1-4．カワウの広域保護管理の進め方 
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２）広域保護管理指針および特定鳥獣保護管理計画等の作成 
広域保護管理指針および特定鳥獣保護管理計画等の作成にあたって，指針や計画に記載
する内容について示す．広域保護管理指針と特定鳥獣保護管理計画等は，互いに連携して
いる必要があるため，記載項目はほぼ同じになる．広域保護管理協議会と都道府県協議会
の役割の違いで，それぞれがどのような役割を担うかが異なる．具体的には，前節の手順
や広域保護管理について記載している節を参照してほしい．なお，実際の記載内容につい
てはこれまでの都道府県の取り組み状況などを踏まえ，効率的なものとなるよう柔軟に対
応してもらいたい． 
 
①対象地域の決定 
対象地域は，広域保護管理指針は広域協議会全域，都道府県特定鳥獣保護管理計画は都
道府県全域とする． 
 
②指針作成に必要な調査および現状の把握 
広域指針または特定計画等の作成に必要な調査および現状の把握の方法について検討す
る．それをもとに現状把握の実施指針を立てる．なお，現状把握およびモニタリング調査
の結果は，地図化して一元管理されることが望ましい． 
 
1．カワウの生態 
カワウの生息状況の把握を行なう．  
・ ねぐら・コロニーの分布調査 
・ 個体数や繁殖状況の調査 
・ 河川湖沼でのカワウの飛来数調査 
 
2．生息環境 
生息環境は，ねぐら・コロニーのある林地と，採食地である湖沼河川に分けて考える．  
・ ねぐら・コロニーの環境 
・ 採食地の環境 
 
3．被害状況および被害対策 
生息環境と同じく被害状況と過去の被害対策は，ねぐら・コロニーのある林地と，採食
地である湖沼河川に分けて考える．  
・ ねぐら・コロニーのある場所での被害 
・ 採食地での被害 
 
4．その他特記事項 
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・ 地域社会の動向（地域住民のカワウについての知識と認識の程度など） 
・ これまでの管理体制（対策や協議会の実施主体や構成員等，許可権限の所在，データ
の所在，評価方法や基準）とその問題点 

 
③保護管理目標および具体的管理手法の選定 
都道府県（都道府県保護管理協議会）による現状把握をもとに重点的課題を明確化し，
保護管理の目標を記載する． 
被害防除対策，生息環境管理，個体群管理，対話・教育・普及啓発活動のそれぞれにつ
いて，管理目標と具体的管理手法を選定し，実施スケジュールを記述する．なお，その際
はモニタリング調査が円滑に行えるように計画することが望ましい．  
 
④モニタリング調査 
個別の保護管理事業ごとに広域ブロック内に共通の効果測定の調査項目と方法を選定し
評価基準を設ける．また，実施スケジュール等を記載する． 
 
⑤実施体制 
協議会に参加する行政機関，利害関係者，科学委員会の専門家の役割分担を記載する． 
 
⑥実施状況の評価 
モニタリング調査の結果について，評価すべき項目とポイントについて記述する．評価
については専門家による科学委員会等により，モニタリング調査の結果を科学的に判断し，
広域保護管理指針の見直しに反映させる具体的な手順を明記する． 
 
⑦ 保護管理上重要な調査，研究課題とそのための体制 
広域連携の上で実施することが望ましい，保護管理上重要な調査研究課題と，個別の調
査研究を行なう実施主体や体制，調査研究の成果を広域保護管理指針へ反映させる仕組み
について記述する． 
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３）地域実施計画の作成 
 カワウの被害は，河川の構造や流況といった被害地の環境，放流する魚種，放流の時期
によっても異なることから，地域の被害状況にあった対策を実施することが必要である．
したがって，被害地ごとに，カワウの飛来や被害等に関する情報を収集・整理した上で，
講ずる対策を決定し，その行動計画を策定しておくことが肝要である．これにより，効果
測定を適切に実施し，対策の問題点の検証，より効果的な対策に向けた取組につなげるこ
とができる．地域実施計画は，上記の目的でそれぞれの地域の情報の整理と実施する被害
対策の行動計画を記載するものであり，広域協議会の付属書として必要に応じて転載して
使用するものとする． 
 
１．基本事項の決定 
(1) 地域実施計画の対象範囲 
  地域実施計画の対象範囲は，漁協の管轄区域等，まとまった対策がとれる範囲とし， 
 都道府県協議会で決定する． 
 
(2) 計画策定者 
  地域実施計画の策定に関わる関係者は，都県協議会の構成員等（行政，漁協，自然 
 保護団体及びその他関係者）とし，計画策定者は各都県協議会で決定する． 
 
２．地域実施計画策定の流れ（例） 
都道府県協議会 
 
 
 
 
 
 
広域協議会 
 
 
都道府県協議会 
 
 
 
 
 

 
各対象地域における地図の用意※１，カレンダーの作成※

２，現状把握※３，地地域実施計画案の作成※４ 

各地地域実施計画案の調整 

捕獲許可数等に関する都県間の調整 

 各地地域実施計画案の再調整と決定 

都県管理計画の策定 
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※１ 地図の用意 
 範囲全体の状況がわかる白地図を用意する 
 
※２ カレンダーの作成 
 環境の変化や，利用の状況，カワウの生息状況，被害の発生状況，これまでの対策の実
施状況等の季節的な変化がわかるように，記入できるカレンダーを用意する 
 
※３ 現状の把握 
 以下の情報を可能な範囲で関係者が持ち寄り，地図上に位置を落とし，カレンダーに記
入する．新たに調査を実施する必要はなく，既存情報を基に計画案を作成する． 
 

 3月 4月 5月 6月 
アユの放流  4月 15日から 

 
5月 30日まで 
 

 
 

フナの放流 3月中旬まで 
 

   

解禁日等   
 

 アユ解禁 
３日 

アユの遡上 3月下旬から 上旬がピーク 
 

上旬まで  

近くのねぐらの
個体数 

300 中旬から減少し
始める． 

100羽程度． 50羽程度． 

コロニーの 
繁殖期 

営巣開始3月上旬  月末から巣立ち
始める 
 

 

水域への飛来 ねぐらの数よりも
多い． 

少しずつ減少．  ほとんど河川で
は見かけない． 

被害 遡上してくるアユ
が堰の下に群れる
ため，そこにカワ
ウが多数飛来する 

放流地点での被
害が大きい．特
に〇〇地先の被
害は甚大． 

放流地点での被
害が大きい． 

 

防除対策 
追い払い 

 花火を巡視員に
持たせ追い払う 

  

防除対策 
設置物 

遡上に合わせ堰下
流にロープを張る 

放流地点にかか
し12体設置 

  

防除対策 
生息地整備 

河川に設置したボ
サの撤去 

   

捕獲  5 日，15 日，25
日に実施 
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コロニーＡ 

アユ放流地点 
 〇〇橋上流 
 〇〇合流点 
 〇〇地先 
 〇〇地先 

被害集中地Ａ 

被害集中地Ｂ 

被害集中地Ｃ 

銃猟禁止区域 
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※４ 地域実施計画の作成 
 現状把握の結果に合わせて，時期ごとの対策のセットを決めて，新しい地図とカレンダ
ーに記入する．対策の詳細は別紙にまとめ，実施主体を明確にする．また，防除対策や捕
獲のスケジュールだけではなく，実施した活動の記録方法についても事前に定めるほか，
効果測定調査についてもできるだけ計画的・具体的に記載することが望ましい． 

 

 
 
 

■対策セット（例） 
 〇アユ放流地点防衛 
 〇遡上アユ防衛 
 〇ウグイ・オイカワ防衛 
 〇アユ産卵場防衛 
 〇一斉追い払い 

■手法のメニュー 
・捕獲 
・追い払い（銃器・ロケット花火・ラジコンヘリコプター等） 
・かかし，CD吊り下げ，ロープ等 
・魚の隠れ場所提供 
・放流方法（時期・場所・量）の工夫 
・ねぐらの除去 
・技術開発的なトライアル 
・そのほか 

   

〇一斉追い払い 〇アユ放流地点防衛  
〇遡上アユ防衛 

〇アユ産卵場防衛 

【対策セットのイメージ】 
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【地域実施計画書に添付するカレンダーの例】 
 1月 2月 3月 4月 
捕獲    4月 4日に実施 
追払い（花火）  2 月 10 日より

5 日間連続実
施 

  

かかし 下旬に設置 位置の変更 位置の変更  
隠れ場所設置   ボサの撤去 

 
 

・・・・     
     
 
 
【実施した活動と対策，効果測定調査結果の記録カレンダーの例】 
 1月 2月 3月 4月 
アユの放流    合計 1900kg 

〇〇地先 
 1日 300kg 
 23日 400kg 
××橋下流 
 1日 450kg 
 23日 550kg 
□□地先 
 16日 200kg 

フナの放流  2月の放流を 
3月に延期 

合計850kg 
〇〇地先 
 23日 400kg 
××橋下流 
 1日 450kg 
 

 

捕獲    4月 4日に実施 
追払い（花火）  2 月 10 日より

5 日間連続実
施 

  

かかし 下旬に設置 位置の変更 位置の変更  
隠れ場所設置   ボサの撤去 

 
 

・・・・     
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ねぐらBの除去 

追 い 払 い （ 花
火） 

魚の隠れ場
所の設置 

か かし設
置地点 
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図Ⅱ2-1-5．推奨される被害防除の手順 
 
 
 
 

カワウから守りたい魚種と場所と期間を明確にする 

川の構造，魚の生態，カワウの生息状況を把握する 

被害軽減対策を実施する 

モニタリング調査の結果を科学的に評価する 

実施前・実施中・実施後の調査や対照区との比較な
どのモニタリングを行い，効果を測定する 

被害軽減対策を立案する 

繰り返す 

新しい対策
立案に反映
させる 
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（４） 市町村における管理 
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（５） 広域保護管理 
保護管理を考えるうえで，カワウとサルやシカなどの哺乳類との大きな違いは行動圏の
広さにある．日々のねぐらと採食地との往復だけでも数十 km を越えることがあり，都道
府県の境界を越えて移動している場合も多い． 
このように，カワウの行動圏は哺乳類と異なり非常に広域にわたる．また，隣接する都
道府県のカワウの生息状況や，保護管理の実施状況がわからないままでは，効果的な保護
管理計画を立てることはできない．こうした背景を踏まえて，カワウでは広域連携による
総合的な保護管理計画が必要であり，都道府県境界を越えた自治体の参加と協力が求めら
れる．また，全国的にカワウの生息状況や保護管理事業の実施状況を収集整理し関係者間
で共有することが，カワウにおける保護管理の円滑な実施において非常に重要である． 
 
１）広域保護管理協議会 
カワウの行動圏は広いため，保護管理は広域を対象として行なう必要があるが，現時点
ではカワウの地域個体群を明確に特定することができない．内湾や大きな湖をカワウが生
活の基盤としているという指摘があり，東京湾，伊勢湾，琵琶湖を中心に広域ブロックを
設定するという提案もある．しかし，このような考え方も念頭に置きつつ，実際に設立さ
れている２つの広域協議会の構成を基本として，東北地方や中国地方，四国地方，九州地
方など行政的つながりの強い関係者が集まる広域ブロックを想定するのが現実的であろう． 
広域ブロックにおいては，必要に応じて広域保護管理協議会を設置し，保護管理を行な
うこととする．協議会が行なう調査等の成果を踏まえて，広域ブロックの範囲は変更可能
なものとすることが必要である．なお，隣接する広域ブロックとの連携が必要になった場
合も柔軟に対応することが望まれる． 
広域保護管理協議会の構成員としては各都道府県の鳥獣行政担当者，水産行政担当者，
河川管理者，公園等水辺の林地管理者，国関係機関，自然保護団体，漁協等利害関係者な
どが想定される．また，必要に応じて各広域保護管理協議会には，鳥類学，魚類学，河川
環境学などの専門家による科学委員会を設置する等，生息状況や被害状況，実施された保
護管理事業の評価を行なうための機能を持つことが必要である． 
広域保護管理協議会は以下のような項目について検討する． 
・ 現状把握およびモニタリング調査の項目と方法の統一 
・ 効果測定と評価方法の合意 
・ 保護管理の目標を定める広域保護管理指針の策定と改定 
・ 被害防除対策，生息環境管理，個体群管理，対話・教育・普及啓発活動などの保護管
理事業指針の策定と改定 

・ 各都道府県及び関係する国機関の鳥獣行政担当者，水産行政担当者，河川管理者間の
役割分担と情報交換等の実施体制 

・ 科学委員会の設置 
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関東カワウ
広域協議会

中部近畿カワウ
広域協議会 H23年度

新潟県加入

 
 
図Ⅱ2-1-7．現在の広域協議会の設立状況． 
 
 
 
２） 全国的な情報共有とデータの活用 
広域保護管理協議会の円滑な運営と効率的な保護管理技術の開発のためには，全国的な
生息状況や保護管理事業の実施状況，最新事例の情報を共有することが重要である． 
情報の共有を図るツールとしては，カワウ問題にかかわる都道府県や関連する機関や団
体等がウェッブサイトを立ち上げて共有すべき情報を発信することや，共通のフォームを
決めてカワウの地域別生息状況などの項目についてシートを作成し，それらを総覧できる
ようにすることで，関係者間において効率的に情報を共有する方法も考えられる． 
しかし，こうした情報をただ集めた場合，膨大な資料が蓄積されるが，なにが重要な情
報なのか，蓄積された情報から何が読み取れるのかといったことが埋もれてしまう可能性
が高く，集めた情報を的確に保護管理計画に反映することは難しい．こうした情報を収集
整理し，事業の評価や計画の策定のための資料として使えるようにするには，生物学や統
計学といった知識を有する人材を有し，情報の統合や解析が行なえるデータセンター的な
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仕組みが設けられることが望ましい（図Ⅱ－７）． 
現在は，環境省がカワウの保護管理に関する情報を一元的にとりまとめて，ポータルサ
イトとしてホームページを公開しているほか，関東カワウ広域協議会と中部近畿カワウ広
域協議会を支援する形で，情報の共有のための事業を行っている． 
 

都道府県
保護管理協議会

データセンター

広域保護管理協議会
科学委員会

科学委員会

データ統合・解析
地図化・管理

評価

評価 広域保護管理指針
策定

調査・対策の
技術的改善

データアクセス・ダウンロード

研究者・自然保護団体

農林水産業者
公園管理者

データアクセス
・

ダウンロード

 
図Ⅱ2-1-8．データセンターの提案．この図では広域ブロック（Ⅱ－１－（３）参照）を

１つしか示していないが，データセンターには複数の広域ブロック間での
情報の共有という役割も担うことができる． 

 
① 調査結果の共有 
調査内容とその結果，実施した対策とその結果などの情報は，都道府県内および都道府
県を越えた広域(さらに全国)に関わる全ての関係者に共有されている必要がある．これに
より，広域的にカワウの実態や被害の状況を把握し，対策の方向を判断し，またその効果
を検討することもできる． 
情報の共有を図るツールとしては，カワウ問題にかかわる都道府県や関連する機関や団
体等がウェッブサイトを立ち上げて共有すべき情報を発信することも効果的である． 
ただし，調査法や，各地の調査結果，対策の内容，その効果などに関する膨大な情報を一
方的に流しても，関係者が容易に理解して情報の共有を計ることはできない． 
多岐にわたる情報を見やすい形にする工夫を加えることによって，多くの関係者が情報
を共有できる道が開かれる．以下，調査結果の共有を図るために，水鳥の集団生息地とな
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っている湿地の保全において利用されているように(環境庁 1997；宮林泰彦(編)1994，国
営武蔵丘陵森林公園2004など)，いくつかのタイプの共通様式のシート（図Ⅱ－１３）を
作成し活用することを提案する．このシートのシステムは，ウェッブの構成を考える際に
も参考となるし，またウェッブを利用しないでも印刷物とすることによって容易に情報を
共有することが可能となる．共通の様式を設けることによって，記入すべき情報がまだ十
分でないことが判明するのも，こういったシートの効用となる． 
 
② 地域別のシート 
共通様式のシートで中心となるのは，主な集団営巣地や主な採食地単位に作成する地域
別のシートである．このシートには，調査の結果明らかになった集団営巣地や採食地など
の地域におけるカワウの生息状況(分布を示す地形図を含む)や，それぞれの地域の課題，
被害対策内容(対話・教育・普及啓発活動などがある場合はそれらの内容)とその効果に関
する情報が容易に読みとることができるような記入様式を設ける． 
調査結果のとりまとめを行った人や集団営巣地の管理者など，最もその地域のカワウの
状況に詳しい人がこれらの様式に記入することによって，個々の内容の概要がこれらのシ
ートから読みとることができるようにする． 
個々のシートには，記述された情報の詳細や根拠，あるいは記載内容以降の最新情報を
知ることができるように，文献情報やウェッブサイト情報，あるいは現地に詳しい方の問
い合わせ先を明記しておくことが大切である． 
これら地域別シートには，カワウの実態を調査するために採用した調査法や，対策とそ
の効果，対話・教育・普及啓発活動の内容については概要は記載するが，その詳細につい
ては以下のように調査方法別や対策等別の共通様式のシートを設け，そのシートを参照す
ることで具体的な情報が得られるようにする． 
 
③ 調査方法別のシート 
カワウの生態や被害の多様な側面を効果的に把握する多様な調査方法を関係者が容易に
理解するために，調査方法に関する共通様式のシートを設け，調査にあたった者が記入す
る． 
シートに必要な項目は，調査手法や，その結果得られる情報例，実施している地域名や
文献情報などである．都道府県内で共通の調査法を実施している場合は，調査方法別のシ
ートは１枚あればよいが，地域の事情によって新たな調査法を採用した場合(例えばコロ
ニーの規模が大きくて，コロニーの分布や巣数の推定のための新たな調査法を採用した場
合など)は，その調査法についてのシートが必要となってくる． 
このような調査法を広域的，あるいは全国的に集約することによって，地域や季節によ
って異なるカワウの多様な生態や被害実態を適切に把握する調査法ができる． 
また，このようなシートを設けることによって，調査方法を統一したり，調査結果の表記
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方法を統一することが容易に行なうことができる． 
 
④ カワウの被害対策や対話・教育・普及啓発活動別のシート 
多様な被害対策や，対話・教育・普及啓発活動別について，共通様式のシートを設け，
これらの詳細が把握できるようにする．特に被害対策に関しては，具体的な手法について
理解できる情報，また効果についてのモニタリング調査の結果を生かして，どのような局
面でどのように活用すれば効果があるか，またその限界や今後の課題などを記入する． 
 
⑤ 総覧できる表の作成 
これらの地域単位のシートに盛られた情報を総覧できる一覧表を作成することによって，
都道府県内の状況が把握できる．また，各都道府県で作成した一覧を広域的観点から総覧
して，はじめて広域的な状況が把握できる． 
例えば，それぞれの集団営巣地や主たる採食地を一覧表の行であらわすとすれば，それ
ぞれの行欄の詳細は，地域別のシートで見ることができるわけである． 
また，縦欄として，その地域で行われて調査法や，対策などをあらわすことができる項
目を設ければ，それらの縦欄の項目の個々の内容は，調査方法別のシートや被害対策や他
の活動別のシートによって詳細を知ることができるという関係となる． 
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２－３．管理手法の技術指針 
（３）保護管理手法の解説 
 
１）個体群管理Ⅰ：ねぐらやコロニーの分布を管理する 
①新規ねぐら・コロニーの早期発見早期除去 
ａ）早期発見 
ねぐらやコロニーの箇所数が少ない地域で，新たなねぐらやコロニーが形成されると，
カワウは新たな食物資源を得ることができ，個体数が増加する可能性がある。そこで，新
しいねぐらやコロニーを早期に発見し，除去することで，被害の拡大を抑止することがで
きる。これを成し遂げるためには，新しいねぐらやコロニーの早期発見が最重要である。
各自治体では，早期発見早期除去のために，以下のような点に注意して体制を整えておく
とよい。 
 
①各県のカワウ協議会等で有事の際の対応（早期発見早期除去）
の合意形成をしておく  

②カワウ生息状況の情報を関係者間で共有しておく 
③新規ねぐら・コロニーの発見の際，除去作業や事後調査の実施
主体をあらかじめ決めておく 

④河川管理者にビニルひも張り等の除去作業の内諾をとっておく。 
 

UPUP

=

  
図Ⅱ2-3(3)-1. 
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ｂ）ビニルひも張りを用いた新規コロニー除去 
これまで、新しく形成されたねぐらやコロニーの除去は、銃器を用いて行われてきた。
しかし、人件費等のコストがかかる上，安全確保が難しく，銃器の使用が禁止されている
区域では、対策の実施自体が不可能であった。近年、生分解性のビニルひも(トウモロコ
シが原料のポリ乳酸樹脂製フィルム)を使用した手法が開発され、普及しつつある。ビニ
ルひもを張ることによる視覚（長
いひもが、とまり木を巻いてい
る）、聴覚（微風でもビニルひも
がなびいて大きな音がでる）、物
理的障害（飛び立つ際に邪魔）に
より、カワウが非常に嫌がる対策
である。また、ダム湖畔など歩い
ては行けない場所であっても、ボ
ートから作業を行うことができる
安全な対策である。一方、同所的
に繁殖するアオサギについては、
対策の効果（繁殖阻害等の悪影
響）がみられず、カワウにのみ効
果的な対策である。 
作業直後は追いやられたカワウ
が、どの方角に飛び去ったか観察
しておく。対策のおよそ1週間後
に、除去に成功したかどうかの確
認を行うとともに、対策を行った
場所周辺を中心に新たな場所へ分
散が見られないか、事後の追跡調
査を行う必要がある。 
 
 
②主要な被害地に近いねぐらやコロニーの除去 
カワウの個体数が飽和し，ねぐらやコロニーの箇所数が多い地域では，ねぐらやコロニ
ーの間隔が 15km 程度になっている。実際，カワウの行動を衛星追跡等によって追跡した
研究によると，ねぐらやコロニーから採食地までの距離は平均 10km である．裏を返せば，
被害が発生している場所が、ねぐらやコロニーを中心とする半径 15km の範囲外になれば、
カワウの採食効率が低下し被害が軽減するのではないか（図Ⅱ2-3(3)-3.）。この想定に基
づけば，できるだけ被害地から遠いねぐらやコロニーに吸収させ，新たなねぐらやコロニ
ーが作られるとしても，被害地から遠い場所にできるよう，①被害発生場所に魚類資源が
少ない時期に除去作業を実施する，②誘致しようとする既存のねぐらやコロニーでは同時
期に撹乱しないことが重要である。 
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図Ⅱ2-3(3)-2. 
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図Ⅱ2-3(3)-3. 
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【事例】夷隅川でのねぐらの除去と河川上流部へのカワウの飛来数 
夷隅川の上流では，夷隅川漁業協同組合がアユの遊漁やニジマス等の管理釣り場を営ん
でいるが，カワウの食害を防ぐため，飛来数を減少させることが喫緊の課題であった。当
漁協が 2007 年 5～12 月にかけ河口から約 6km にある塒を追い払ったところ，その塒から
約 4km 離れた農業用堰に塒が移り，夷隅川上流への飛来数が減少した。しかし，2008 年
11 月には再び元の塒を利用するようになり，それ以降，飛来数が増加した。このことか
ら，塒の追い払いは，飛来数の減少につながる有効な対策ではあるが，塒の利用を防ぐに
は，継続した追い払いが必要と考えられた。 
 
表Ⅱ2-3(3)-1. 

 

 
図Ⅱ2-3(3)-4. 
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２）個体群管理Ⅱ：個体数を管理する 
 繁殖抑制と捕獲による個体数管理法について解説する。繁殖抑制も捕獲もコロニーでの
繁殖を撹乱することになるため，カワウが新たな生息地を求めて移動し，新たにねぐら・
コロニーが形成されるリスクがある。そのため，個体数管理を実施する場合は，事前に新
規ねぐら・コロニーの早期発見・除去に対応する準備を整えてから，着手することが求め
られる。 
 
①繁殖抑制 
繁殖抑制とは、雛の孵化を抑制し、成鳥として個体群に加入することを防ぐものである。
カワウは卵を巣から取り出すだけでは再び産卵するため、繁殖抑制では石膏等で作った擬
卵と置き換えるか、ドライアイスによる冷却によって卵の発生を停止させる必要がある。
山梨県では、より確実に繁殖抑制を行うため、擬卵の置き換えをメインに行い（図Ⅱ2-
3(3)-5.左）、産み足し卵があった場合、ドライアイス処理（図Ⅱ2-3(3)-5.右）を実施し
ている。しかし、新潟県では1巣あたり2度のドライアイス処理により、90%以上の卵で
雛の孵化を抑制できている。ここでは、擬卵よりも簡便なドライアイスによる冷却処理に
よる方法を紹介する。 
アユ釣り用の竿の先端を取り外し、代わりに鏡やザルを装着したものを使用する。巣内
の全ての卵が粒状のドライアイス（約7500円 / 20kg）に半分程度埋まるようにドライア
イスを投入する（写真参照）。しかし、処理後に産み足す可能性がある。産卵から孵化ま
でおよそ28日間であるため、産み足し卵の処理のため、初回の処理からおよそ3週間後
にもう一度ドライアイスを投入する。 
営巣や孵化の状況を把握するために、可能であれば1週間に1回、最低でも2週間に1
回は、巣ごと、あるいは営巣木ごとにモニタリング調査を行う必要がある。また、繁殖抑
制作業はコロニー内に人が侵入し、繁殖期のカワウを撹乱することになる。そのため、新
コロニーができていないか、常に注意を払う必要がある。新コロニー発見の際は前述のビ
ニルひも張りによって、速やかに除去すべきである。 
山梨県では，胃内容物調査から、カワウが雛を育てるために食べる（はずだった）アユ
の金額は毎年約200万円にのぼり、人件費等の対策費用約30万円と比較すると、繁殖抑
制は費用対効果の高い対策といえる（図Ⅱ2-3(3)-6.）。 
2006年以降はほぼ全ての巣で繁殖抑制を実施した結果、孵化雛数は毎年10羽前後であ
り、2007年には個体数は減少に転じた（図Ⅱ2-3(3)-7.）。 
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図Ⅱ2-3(3)-5.擬卵（左）およびドライアイス（右）を用いたカワウの繁殖抑制 
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図Ⅱ2-3(3)-6.山梨県における繁殖抑制による被害抑制額（2011年） 
 

 
図Ⅱ2-3(3)-7.山梨県内唯一の繁殖コロニーである下曽根コロニー（左軸）と関東地域
（右軸）におけるカワウ個体数の経年変化 
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【事例】長岡技術科学大学での繁殖抑制 
 長岡技術大学ではドライアイスを用いた繁殖抑制を行っている．その費用対効果を定量
的に検証するため，繁殖抑制によって守られた推定資源額と対策実施費用との比較によっ
て評価をしている．繁殖抑制によって守られた推定資源量は 
 
 ヒナが食べるはずだった捕食量×各魚種の重量％×魚種別のkg単価 （２） 
 
によって算出する．ヒナが食べるはずだった捕食量はヒナが巣立つまでに必要なエサ量と
して，以下の式で求めた． 
 

繁殖抑制に成功したヒナ数×成長に必要なエサ量×巣立ちまでの日数  （３） 
 
繁殖抑制に成功したヒナ数を求めるために，繁殖抑制実施群とコントロール群とでそれぞ
れ64巣と37巣で調査を行った．繁殖抑制を行った64巣あたりの孵化ヒナ数は15羽であ
り，繁殖抑制を行わなかった場合の巣立ちヒナ数はコントロール群の巣あたりの巣立ちヒ
ナ数（1.16 羽／巣）から 74 羽と推定した．そこから，繁殖抑制に成功したヒナ数を 59
羽とした．ヒナの成長に必要なエサ量は 0.386gk/日（Platteeuw et al. 1995），ヒナの
巣立ちまでの日数は45日（芦澤・坪井 2012）とした．それぞれを（３）式に代入して，
59羽のヒナが巣立つまでに必要なエサ量は1020gと算出された． 
 各魚種の重量％は胃内容物調査から得られた捕食魚種の結果（図Ⅱ2-3(3)-8.）を用い，
魚種別の kg 単価は全国内水面漁業協同組合（2008）から得た．その結果，繁殖抑制によ
って守られた推定資源額は約 99.3 万円と得られた．64 巣の実施費用は人件費とドライア
イス料金を含めて約9.8万円であり，対策効果は約89.5万円と得られた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅱ2-3(3)-8.  捕食魚種割合（山本
2012カワウ研修会より） 
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②個体の捕獲 
 前項の繁殖抑制では，繁殖による増加分を抑制し，個体数の維持ないし緩やかな減少を
目指すが，被害が甚大で個体数を短期間に低減させる必要がある場合は，個体の捕獲が必
要となる。雛や幼鳥の捕獲では，繁殖抑制と同様の効果に留まるため，個体数を短期間に
低減させるためには，成鳥を選択的に捕獲する必要があり，コロニーでの短期決戦型の捕
獲が適している。大規模なコロニーを除去しようとする場合についても，個体数を減らさ
ずに追い払うと広域に被害が拡散するリスクがあるため，追い払う前に個体の捕獲が必要
となる。捕獲方法としては網・わなによる方法も可能であるが，銃器を使用する捕獲が一
般的である。 
 銃器による捕獲がカワウによる被害対策に有効であったという報告は，世界的にもほと
んどなく，銃器捕獲はコロニーやねぐらを撹乱してカワウを拡散させ，新たな生息場所を
増やして個体数を増加させる危険があると考えられている。これは，過去に行なわれてき
た場当たり的な有害鳥獣捕獲が，科学的な根拠や個体群管理のための戦略を持たず，ハン
ティングを趣味とする狩猟者団体（猟友会等）に依頼した結果と考えられ，現場ではハン
ターが趣味の延長上で無計画に捕獲を行ない，個体数管理に必要な詳細なデータ収集もな
く，モニタリングも効果測定も実施されないケースが多い。多くの関係者が，「科学的」
であることをなかば諦めていた。 
 しかし，滋賀県琵琶湖の事例が示すように，適切な実施体制を整備し，科学的な根拠に
基づく計画的な捕獲を実施することができれば，カワウの個体数調整は可能であり，カワ
ウ管理において重要なツールとなる。 
 
【事例】琵琶湖におけるシャープシューティング 
 滋賀県では，1990年 2007年の 18年間に渡り，
狩猟を趣味とする一般ハンターが所属する団体
（猟友会）に委託して，カワウの銃器捕獲を実施
し続けたが，カワウ生息数を低減させることはで
きず，カワウによる被害は年々深刻化していった。 
 そこで，滋賀県水産課と株式会社イーグレッ
ト・オフィスは，「適切な捕獲によりカワウ生息
数を低減し被害を軽減する」という目標を設定し，
精度の高い生息数推定法を確立するとともに，従
来のアマチュア狩猟者（ハンター）による捕獲体
制を見直し，プロフェッショナル捕獲技術者（カ
ラー）によるシャープシューティングを導入した。カラーによる科学的な根拠に基づく計
画的な個体数調整を実施した結果，カワウの個体数を低減し，被害を軽減させることに成
功し，世界的にも前例のない明確な成果を得た。 

〓Sharpshooting〓 
アメリカ White buffalo 社の A. 
J. DeNicola 博士によって考案
されたオジロジカの個体数管理
法であり，専門的・職能的個体
数 調 整 （ professional 
culling）を指す。野生動物の個
体数管理においては，ハンター
とカラーの明確な区別と適切な
役割分担が必要不可欠とされ
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 2009 年からの本格実施に先立ち，2006 2007 年に実証研究を実施し，個体数削減効果
の高い成鳥を選択的に捕獲するための戦略的かつ科学的な高効率捕獲法，カワウシャープ
シューティング（カワウSS）を確立した。 
 カワウ SS は，カラーによる少数精鋭チームが実施する必要があり，ハンター（ハンテ
ィングを趣味とする狩猟者）では困難である。カラーは，高効率捕獲のための戦略を立案
し，適切な捕獲方法を選択する。従来のハンターよる捕獲では，一般的に鳥猟に適してい
るとされる散弾銃を使用して，成鳥・幼鳥・雛の区別無く捕獲し，捕獲効率が悪くても改
善すること無く散弾銃捕獲をやり続けていたが，カワウ SS ではカワウの飛去行動を抑制
するため，発砲音が小さく射程距離の長い高性能空気銃（エアライフル）による精密狙撃
法を導入した。また，カラーはカワウの生態を熟知しており，カワウの行動を分析し，カ
ワウの繁殖状況に応じて戦術やスケジュールを柔軟に変更することによってカワウの繁殖
をコントロールしながら捕獲を実施し，高い捕獲効率を維持する。さらに，高い射撃技術
と狙撃のためのストーキング技術を兼ね備え，捕獲のチャンスであっても周辺の状況を的
確に判断し，不適切な状況下では発砲しない強い精神力が求められる。  
 カワウ SS では射手と補助員が 2 名 1 組となって行動し，全ての射撃について 1 発ごと
の射撃結果，ターゲットの齢や行動など，個体数管理に必要な記録を正確にとる体制を強
化した。補助員は，ワイルドライフマネジメントの素養を備えた人材に限定し，科学性の
保持と高いモチベーションの維持を実現している。 
 捕獲個体は解剖して性判別（カワウでは外見による性判別が難しいため生殖器によって
判別する）をするとともに，生殖器の肉眼観察による繁殖ステージの確認，胃内容物調査
や環境ホルモン調査などを，琵琶湖博物館，森林総合研究所，岐阜大学，愛媛大学，名城
大学等との共同研究として実施している。 
 カワウSS は，2009年度から滋賀県カワウ特定鳥獣保護管理計画に基づくカワウ個体数
調整事業として，地元の漁協とも連携して本格的に導入され，2009 2012 年の 4 繁殖期
に，射手2 3人で 95日間実施し，トータル38,460羽（うち成鳥35,627羽）を捕獲した。
その結果，繁殖前期（5 月）の生息数で，2008 年の約 4 万羽から 2012 年には約 1 万羽，
繁殖後期（9月）では，2008 年の約 7 万 5 千羽から 2012 年には約 1万 3 千羽と大きく低
減することができた。特に竹生島では，2008 年の約 3 万羽から，2012 年には約 2 千羽と
顕著に減少したため，裸地の草地化や立ち枯れていた照葉樹の大木が芽吹くなど，急速に
植生が回復し始めた。また，竹生島周辺の湖北地域を中心に漁業被害も軽減した。 
 竹生島の所在地である長浜市は，2008 年度の環境省補正予算を使い，猟友会のアマチ
ュア狩猟者 12 名に，2 日間の座学研修を受講させ，エアライフル 12 挺を支給する事業を
実施した。しかしながら，2009 年 3 月ならびに 7・8 月に行われた実践の結果は，従来の
猟友会捕獲と変わらず効率の悪い捕獲結果となった。 
 高性能な道具を支給しても従事者に技能がなく体制も猟友会方式のままであれば，期待
する成果は得られないことが確認された。カラーによるシャープシューティングは，適正
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を持つ人材が経験によって獲得する「技能」であるため，マニュアル化することは困難で
あると考えられ，カラーが必要とされるシチュエーションでは，その技能を発揮できるた
めの環境作りが重要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Ⅱ2-3(3)-9.滋賀県のカワウ生息数の変遷 
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